交野市　条例適用申請に対する処分個票
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担当部署:　都市整備部 道路河川課　
	処分の概要
	使用料の減免

	例規名
根拠条項
	交野市法定外公共物管理条例　第10条

	例規番号
	平成14年条例第18号

	【根拠条文】
(使用料の免除)
第10条　市長は、次の各号のいずれかに該当する場合において、必要があると認めるときは、使用料の全部又は一部を免除することができる。
(1)　国又は地方公共団体が行う事業に法定外公共物を使用するとき。
(2)　前号に掲げるもののほか、公共の利益となる事業に法定外公共物を使用するときその他使用料を徴収することが不適当であると認めるとき。

【基準】
根拠条文、交野市法定外公共物管理条例施行規則第5条及び第6条の規定による。
(使用料の免除)
第5条　条例第10条第2号に該当して使用料を免除する場合は、次の物件に供する場合とする。
(1)　街灯(アーチ型のものを除く。)
(2)　公共的団体、電気事業者又は電気通信事業法(昭和59年法律第86号)第2条第5号に規定する電気通信事業者(以下「電気通信事業者」という。)が設ける架空の道路横断電線及び各戸引込み電線
(3)　ガス、電気、電気通信、水道及び下水道の各戸引込み地下埋設管
(4)　カーブミラー、防犯灯、掲示板等で営利目的がなく、かつ、交通安全又は公衆の利便に寄与する物件
(5)　有効幅員が4m未満の出入口通路及び通路橋
(6)　公共的団体による公共の利便を目的とする物件
(7)　許可に係る電柱又は電話柱を支えている支柱(支線を含む。)
(8)　電波受信障害の対策を目的とする施設
(9)　市が管理する街路灯又は道路附属施設を無償で添加している電柱及び電話柱
(10)　大阪府公安委員会の設置する交通信号又は標識を無償で添加している電柱及び電話柱
(11)　電気通信事業者が設ける電気通信設備のうち簡易型携帯電話システムに係る無線基地局
(12)　前各号に掲げるもののほか、市長が特に認める物件
(使用料の免除の割合)
第6条　条例第10条の規定による使用料を免除する場合の割合は、次の各号に掲げるところによる。
(1)　前条第1号から第9号までのいずれかに該当する場合　10割
(2)　前条第10号又第11号に該当する場合　5割
(3)　前条第12号に該当する場合　市長が別に定める割合



	標準処理期間
	10日(土日含まず。)

	備考
	

	


	設定年月日
	平成24年6月30日
	最終変更年月日
	令和4年7月5日
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